
No. 事業名

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業費 交付金充当額 効果検証 担当課

1 きめ細やかな情報発信事業

①新型コロナウイルス感染症の情報につい
ては、最新情報を町ホームページ等公開を
行っているため、町ホームページ等から情
報の取得が困難な住民に対して、紙ベース
の情報提供を行う。
②住民に対して情報発信を行うためのチラ
シの印刷製本費、通信運搬費、分かりやす
いグラフィックデザイン制作委託料
③町内在住者

538 538 令和 4 年 6 月 令和 4 年 9 月

「誰にでも分かりやすいグラフィッ
クデザイン」という視点からの情報
発信を行い、紙ベースで町民に情報
提供を実施することでホームページ
や広報誌といった従来の情報発信と
比較し、情報の視認性の向上から発
信記事の購読率の向上につながり、
新型コロナに関する町行政情報の理
解や利用率の向上につながった。

政策推進課

2 公共施設環境整備事業

①新型コロナウイルス感染症を想定した新
しい生活様式に対応した飲食店のテイクア
ウト支援及び公共施設の整備等を行う。
②新しい生活様式に対応した公共施設整備
費用、備品購入費、修繕料（テイクアウト
支援用施設改修等）、備品購入費
③三宅町

5,954 5,954 令和 4 年 6 月 令和 5 年 3 月

公共施設については、消毒液等の感
染対策消耗品類の購入やオンライン
会議の環境構築を実施することで、
感染症対策を実施した上で業務推進
体制を構築するとともに、町施設内
にて運営している飲食店舗について
は、テイクアウトが出来るよう店舗
改修を行うことで感染症対策に対応
した販売体制の環境を整えた。

政策推進課

3 庁舎ICT環境整備事業

①新型コロナウイルス感染症拡大防止対策
として、ウェブ会議やテレワーク等に対応
するためのリモート環境を整備し、感染拡
大防止及び職員の業務効率化を図る。
②リモート用ＰＣ端末、サーバーメモリ購
入、設定費用等、設定委託料、備品購入費
③三宅町

15,706 15,706 令和 4 年 6 月 令和 5 年 3 月

新型コロナウイルスの影響でテレ
ワークの需要が高まる中、通信環境
の整備や機器の導入により、テレ
ワーク及び分散勤務の体制を構築す
ることができた。

総務課

4 KAIMAKU事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受
け、昨年度実施できなかったオープンファ
クトリーを、ポストコロナを見据え感染症
対策を行った上で実施し、地域産業の町内
外への周知活動や販路拡大等の支援を実施
する。
②オープンファクトリー等を実施するため
の運営等費用、委託料　
③地域の中小企業及び事業者

3,000 3,000 令和 4 年 8 月 令和 5 年 3 月
オープンファクトリー等のイベント
を通して地域の中小企業等の活動や
商品の認知向上につながった。

産業振興課

5 地域振興券事業

①住民に対して、地域振興券「みやけお買
い物券」を配布することで、新型コロナウ
イルス感染症により物価高騰等の影響を受
けている住民への生活支援及び、消費喚起
による地域産業の活性化を図る。
②地域振興券配布等委託料
③令和4年8月1日に現存する全住民

40,642 40,642 令和 4 年 6 月 令和 5 年 3 月

町内で使用できる商品券を配布し、
物価高騰により経済的な打撃を受け
ている家計の負担を軽減することが
できた。また、買い控え等により売
上げに悩む町内事業所に資金循環に
つながった。

産業振興課

6 地域振興券事業（子育て応援）

①子育て世帯に対して、地域振興券「子育
て応援お買い物券」を配布することで、新
型コロナウイルス感染症により物価高騰等
の影響を受けている子育て世帯への生活支
援及び、消費喚起による地域産業の活性化
を図る。
②地域振興券（子育て応援分）配布等委託
料
③令和4年8月1日に現存する18歳以下の子ど
もがいる世帯

6,042 6,042 令和 4 年 6 月 令和 5 年 3 月

コロナ禍における原油価格・物価高
騰等に直面するにも関わらず支援の
行き届いていなかった子育て世帯に
対する支援につながった。

健康子ども課

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証

事業始期 事業終期

- 1/4 -



No. 事業名

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業費 交付金充当額 効果検証 担当課事業始期 事業終期

7 新型コロナウイルス感染者等生活支援給付事業

①感染者及び濃厚接触者が自宅療養となり
休業された方で、公的な給付が受けられな
い方へ町独自の給付を行うことで、新型コ
ロナウイルス感染症による生活困窮が生じ
ないようにする。
②感染者及び濃厚接触者への生活支援給付
金及びその事務費
③新型コロナウイルス感染者及び濃厚接触
者で自宅療養のために休業された方で、公
的な給付が受けられない町内在住者

3,223 3,223 令和 4 年 4 月 令和 5 年 3 月

濃厚接触者等新型コロナウイルス感
染症により、外出制限が必要な人に
対する給付支援であり、宅療養生活
の安定や安心につながった。

健康子ども課

8 生活支援サービス事業

①新型コロナウイルス感染者及び濃厚接触
者で自宅待機を余儀なくされた住民のう
ち、親族等の支援が得られない方を対象に
買い物支援（生鮮食料品を除く）及び医薬
品代理受取サービスを行う。
②生活支援サービス費用、委託料　
③新型コロナウイルス感染者及び濃厚接触
者で自宅待機を余儀なくされた町内在住者

8 8 令和 4 年 4 月 令和 4 年 9 月

新型コロナウイルス感染症による自
宅療養者及び濃厚接触者で親族等か
らの支援を受けることが困難な者に
食料・日用品などの生活物資を支援
することで自宅療養等の期間中の生
活の安定につながった。

健康子ども課

9 避難所コロナウイルス感染症対策事業

①新型コロナウイルス感染症の予防対策と
して、災害発生時に避難所で必要となる備
品を購入する。
②簡易ベット購入費用及び事務費　　　　　 　　　
③三宅町

216 216 令和 4 年 6 月 令和 4 年 9 月
防災備蓄品（感染症対策品）の充足
率向上により、避難所利用者の感染
拡大防止に寄与した。

健康子ども課

10 感染症対策用品購入事業

①公共施設において新型コロナウイルス感
染症をはじめとする感染症予防に必要な備
品を購入する。
②感染症対策消耗品・備品の購入医薬材料
費、事務費　
③三宅町

1,604 1,604 令和 4 年 6 月 令和 5 年 3 月

衛生用品の購入等を通した感染症対
策を実施することで、利用者が安心
して公共施設を利用できる環境の整
備が図られた。

健康子ども課

11 幼児園感染症対策事業

①新型コロナウィルス感染症対策として、
園児が使用する手洗い等の蛇口を自動水栓
に取り替える。また、換気用網戸の修繕を
行う。
②自動水栓化及び網戸の修繕費用
③幼児園

4,856 4,856 令和 4 年 7 月 令和 5 年 3 月

各事業者において本補助事業を活用
し、感染防止用の備品等を購入する
ことで、感染症に対する体制を強化
できた。

幼児園

12 幼児園ICT環境整備事業

①R4年度より導入しているコドモンを活用
した新型コロナウイルス感染症対策を行う
ために、園内の各教室にWi-Fiの整備を行う
とともに、タブレットの整備を行う。
②園内Ｗｉ-Ｆｉ整備とタブレットの購入
③幼児園

1,026 1,026 令和 4 年 7 月 令和 5 年 1 月
ＩＣＴを活用した感染症対策を実施
することができた。

幼児園

13 小学校感染症対策事業

①新型コロナウイルス感染症対策として校
内のアルコール消毒等の衛生対策などを補
助するスクール・サポート・スタッフを配
置することで、教員の業務支援を行い、教
員が一層児童への指導や教材研究等に注力
できるよう体制を整備とともに、感染防止
対策としてのアルコール等の購入、トイレ
の洋式化などの環境整備を行う。
②スタッフ報酬、消耗品費、修繕料
③小学校

3,087 2,760 令和 4 年 4 月 令和 5 年 3 月

学校において感染防止用の備品等を
購入することで、感染症に対する体
制を強化できた。また、児童生徒の
学習保障への支援にもつながった。

教育総務課
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14 小学校ICT環境整備事業

①ＩＣＴ環境整備の初期対応を行うGIGAス
クール運営支援センターを設置するととも
に、ICT支援員を学校に配置することで、新
型コロナウイルス感染症に対応したGIGAス
クール構想を促進するとともに、新たな時
代に相応しいオンライン教育体制の構築を
推進する。
②ＩＣＴ支援員委託料・GIGAスクール運営
支援センター業務負担金
③ICT支援員配置業務委託料　　　　
　GIGAスクール運営支援センター業務負担
金
③小学校

1,821 1,805 令和 4 年 4 月 令和 5 年 3 月

感染症対策の実施に資するととも
に、児童生徒へのICT活用による学習
支援が行える環境の整備が進んだ。
また、授業の効率化や効果の深化の
ための助言や工夫、教材の提供を
行ったりすることで、コロナ禍での
児童生徒の学習・学力保障に寄与す
るとともに、教職員の業務負担軽減
につながった。

教育総務課

15 地域振興券事業（原油価格・物価高騰分）

①住民に対して、地域振興券「みやけお買
い物券」を配布することで、新型コロナウ
イルス感染症により物価高騰等の影響を受
けている住民への生活支援及び、消費喚起
による地域産業の活性化を図る。
②地域振興券配布等委託料及びその事務費
③令和4年8月1日に現存する全住民

33,424 33,424 令和 4 年 6 月 令和 5 年 3 月

町内で使用できる商品券を配布し、
物価高騰により経済的な打撃を受け
ている家計の負担を軽減することが
できた。また、買い控え等により売
上げに悩む町内事業所に資金循環に
つながった。

産業振興課

16 小学校・中学校給食費価格高騰支援事業

①コロナ渦における給食材料費の高騰下に
おいても、保護者負担を増やすことなく、
これまで通りの栄養バランスや量を保った
給食を実施するために物価高騰分の支援を
行う。
②原材料費の物価高騰を要因とした給食費
の増額分経費
③小学校・中学校

920 920 令和 4 年 11 月 令和 5 年 2 月
給食食材費の高騰分を負担すること 
で、保護者の経済的な負担軽減に寄
与した。

教育総務課

17 学校給食支援事業

①コロナ渦における給食材料費の高騰によ
り、給食メニューが限られることがある
が、スチームコンベクションを導入するこ
とにより、限られた材料でもメニューのバ
リエーションを増やすことができ、給食材
料費の高騰による保護者への負担を軽減す
ることができる。また、スチームコンベク
ションにより調理中の温度管理を記録・管
理することで、ＨＡＣＣＰ（ハサップ）に
沿った衛生管理を行う。
②備品購入費
③小学校

2,028 2,028 令和 4 年 12 月 令和 5 年 3 月

コロナ感染症や物価高騰で経済的に
不安を抱える子育て世帯の援助に役
立て、子供の健全な成長に寄与する
ことができた。

教育総務課

18 MiiMoクーポン券事業

①MiiMo利用者に対して、「クーポン券」を
配布することで、新型コロナウイルス感染
症により物価高騰等の影響を受けている住
民への生活支援及び、消費喚起による地域
産業の活性化を図る。また、MiiMo利用を促
すことで、新型コロナウイルスの影響で希
薄となっている多世代の交流を促進する。
②MiiMoクーポン券配布
③MiiMo利用者

388 388 令和 4 年 10 月 令和 5 年 2 月

クーポン券によって域内地域の消費
を喚起し、物価高騰により経済的な
打撃を受けている家計の負担を軽減
することができた。また、新型コロ
ナウイルスの影響で希薄となってい
る多世代の交流に寄与した。

政策推進課

19 地域振興券（第２弾）事業

①住民に対して、地域振興券「みやけお買
い物券」を追加配布することで、新型コロ
ナウイルス感染症により物価高騰等の影響
を受けている住民への生活支援及び、消費
喚起による地域産業の活性化を図る。
②地域振興券配布等委託料
③令和4年11月1日に現存する全住民

37,498 31,181 令和 4 年 10 月 令和 5 年 3 月

町内で使用できる商品券を配布し、
コロナ感染症により経済的な打撃を
受けている家計の負担を軽減するこ
とができた。また、買い控え等によ
り売上げに悩む町内事業所に資金が
循環する仕組みを行った。

産業振興課
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20 幼児園給食委託料増額補填事業

①コロナ渦における給食材料費の高騰下に
おいても、保護者負担を増やすことなく、
これまで通りの栄養バランスや量を保った
給食を実施するために物価高騰分の支援を
行う。
②原材料費の物価高騰を要因とした給食費
の増額分経費にあたる委託料（教職員分は
除く）
③幼児園

990 990 令和 4 年 11 月 令和 5 年 3 月

物価高騰対策として、保育所等の給
食に係る材料費高騰分を実費で助成
したことで、栄養バランスや量を
保った給食の実施や保護者負担の軽
減に寄与した。

幼児園

21
介護サービス事業所・施設光熱費等物価高騰対策一
時支援事業

①光熱費等高騰による利用者負担の増加を
抑制し、報酬単価等が据え置かれている介
護サービス事業所が継続的、安定的にサー
ビスを提供できるよう支援補助金を支給す
る。
②補助金（通所系、居宅系）
③町指定管理の介護サービス事業所

254 254 令和 5 年 3 月 令和 5 年 3 月

新型コロナウイルス感染症の拡大防
止と物価高騰による食材代や日用品
代が高騰している中、介護サービス
や障がい福祉サービス等の安定的な
供給を継続している介護事業者等に
対して支援金を交付することでサー
ビス提供への影響の軽減と利用者負
担の増加防止を図ることができた。

保険医療課
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